
 
様式Ｐ 

循環型社会形成推進地域計画目標達成状況報告書 

 

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

茨木市・摂津市地域 
茨木市 

摂津市 

平成30年4月1日 

～令和6年3月31日 

平成30年4月1日 

～令和6年3月31日 

 

１ 目標の達成状況 

（ごみ処理-茨木市） 

指      標 

 

現状（割合※１） 

（平成 30 年度） 

目標（割合※１） 

 （令和 6 年度） A 

実績（割合※１） 

  （令和 6 年度）   B 

実績B 

/目標A 

排出量 

 

 

 

 

事業系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

    １人当たりの排出量 

   48,006 t 

     4.97 t 

   53,038 t 

 173.2 kg/人 

 

 

 

 

   44,448 t 

     4.85 t 

   45,097 t 

 144.0 kg/人 

(-7.4%) 

(-2.4%) 

(-15.0%) 

(-16.9%) 

  46,637 t 

    5.21 t 

  47,338 t 

149.7 kg/人 

(-2.9%) 

(4.8%) 

(-10.7%) 

(-13.6%) 

104.9% 

 107.4% 

 105.0% 

104.0% 

合 計 事業系生活系総排出量合計   101,044 t      89,545 t (-11.4%)   93,975 t ( -7.0%)  104.9% 

再生利用量 

 

直接資源化量 

総資源化量 

    4,148 t 

  23,872 t 

(4.1%) 

(21.8%) 

    4,215 t 

   18,838 t 

(4.7%) 

(20.1%) 

   4,509 t 

  18,189 t 

(4.8%) 

(18.3%) 

107.0% 

  96.6% 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量）   39,458 MWh    31,241 MWh   45,476 MWh   

減量化量 中間処理による減量化量    79,370 t (78.5%)     70,091 t (78.3%) 76,397 t (81.3%) 109.0% 

最終処分量 埋立最終処分量    6,222 t (6.2%)      4,974 t (5.6%)    4,805 t (5.1%)   96.6% 

 ※１ 排出量は現状に対する割合、その他の指標は排出量に対する割合 

 



 
（生活排水処理-茨木市） 

指      標 現 状 

（平成29年度） 

目 標 

 （令和６年度） A 

実 績 

 （令和６年度） B 

実績/

目標※

３ 

総人口 281,478人 283,884人 285,842人  

処理形態別人口 公共下水道人口 276,486人 （98.2%） 281,654人 （99.2%） 281,690人 （98.5%） 30.0% 

集落排水施設等人口 0人 （0.0%） 0人 （0.0%） 0人 （0.0%） -% 

合併処理浄化槽等人口 1,142人 （0.4%） 894人 （0.3%） 1,121人 （0.4%） 0.0% 

汚水衛生処理人口（汚水衛生処理率） 277,628人 （98.6%） 282,548人 （99.5%） 282,811人 （98.9%） 33.3% 

未処理人口 3,850人 （1.4%） 1,336人 （0.5%） 3,031人 （1.1%） 33.3% 

※２ （実績の割合‐現状の割合）/（目標の割合‐現状の割合）を記載 

 

  



 
（ごみ処理-摂津市） 

指      標 

 

現状（割合※１） 

（平成 30 年度） 

目標（割合※１） 

 （令和 6 年度） A 

実績（割合※１） 

  （令和 6 年度）   B 

実績B 

/目標A 

排出量 

 

 

 

 

事業系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

    １人当たりの排出量 

   13,805 t 

     3.28 t 

   15,994 t 

 172.9 kg/人 

 

 

 

 

   12,353 t 

     2.93 t 

   16,132 t 

 159.2 kg/人 

(-10.5%) 

(-10.7%) 

(+ 0.9%) 

(- 7.9%) 

   11,266t 

     2.77t 

   14,359t 

  147.7kg/人 

(-18.4%) 

(-15.5%) 

(-10.2%) 

(-14.6%) 

  91.2% 

  94.5% 

  89.0% 

 92.8% 

合 計 事業系生活系総排出量合計   29,799 t      28,485 t (- 4.4%)     25,625t (-14.0%)   90.0% 

再生利用量 

 

直接資源化量 

総資源化量 

    1,591 t 

   4,061 t 

(5.4 %) 

(12.7 %) 

    2,679 t 

    7,961 t 

(9.4 %) 

(26.1 %) 

    1,939t 

     5,389t 

(  7.6%) 

( 20.1%) 

  72.4% 

  67.7% 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量）        0 MWh    31,241 MWh  45,476 MWh   

減量化量 中間処理による減量化量   24,949 t (83.7 %)    20,935 t (73.5 %)     20,130t ( 78.6%)   96.2% 

最終処分量 埋立最終処分量    3,060 t (10.3 %)      1,595 t (5.6 %)  1,272t (  5.0%) 79.7% 

 ※１ 排出量は現状に対する割合、その他の指標は排出量に対する割合 

 

 

  



 
２ 各施策の実施状況 

施策種別 

 

事業 

番号 

施策の名称等 

 

実施主体 

 

施策の概要 

 

事業実施期間 

(事業計画期間) 

施策の実績 

 

発生抑制

、再使用

の推進に

関するも

の 
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ア 普及啓発 

◆広報・啓発活動 

 

 

茨木市 

摂津市 

 

 

本地域において、ホームペ

ージや広報誌、リーフレット

のほか、ごみ収集車を使った

アナウンスによる広報活動を

推進する。啓発用パネルや廃

棄物減量等推進員による地域

への働きかけにより、啓発活

動を推進する。 

 茨木市においては、ビデオ

・DVDの貸し出し、分別アプリ

の配信を行っている。 

 摂津市においては、イベン

ト時に使用する分別ごみステ

ーションキットの貸し出しを

行っている。 

 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

  
本地域において、ホームペー

ジや広報誌、リーフレットのほ

か、ごみ収集車を使ったアナウ

ンスによる広報活動を推進した

。啓発用パネルや廃棄物減量等

推進員による地域への働きかけ

により、啓発活動を推進した。 

 茨木市においては、ビデオ・

DVDの貸し出し、分別アプリの

配信を行った。 

摂津市においては、市内イベ

ント開催時に分別ごみステーシ

ョンキットの貸し出しや、ごみ

減量化・資源分別、食ロス削減

のPR展示を行う等により啓発活

動を実施した。 

  ◆分別の徹底 

 

茨木市 

摂津市 

 

本地域において、啓発物（

リーフレット等）の作成・配

布や、ごみ集積場所への啓発

平成30年度～令

和5年度 

 

本地域において、啓発物（リ

ーフレット等）の作成・配布や

、ごみ集積場所への啓発ポスタ



 
ポスターの掲示を通じて、市

民へごみの正しい分別方法や

収集日の周知徹底を図る。 

茨木市においては、びん回

収箱や、分別やごみ置き場に

関する啓発看板を、希望に応

じて配布している。 

摂津市においては、資源ご

みの排出が簡易に行えるよう

、各ステーションに専用（び

ん・缶・ペットボトル等）の

ボックスやネット袋の提供を

行っている。 

 

ーの掲示を通じて、市民へごみ

の正しい分別方法や収集日の周

知徹底を図った。 

茨木市においては、びん回収

箱や、分別やごみ置き場に関す

る啓発看板を、希望に応じて配

布した。 

摂津市においては、資源ごみ

排出用として各ステーションに

専用のボックスやネット袋の提

供を行うと共に、分別が徹底さ

れていない場合は啓発シールを

貼り、ごみの取り置きをする、

啓発チラシのポスティングを行

うなどで分別啓発を行った。 
  ◆事業所への指導

の強化 

 

茨木市 

摂津市 

 

本地域において、月３ｔ以

上の事業系ごみを排出する事

業者（多量排出事業者）を対

象に、減量計画書の提出及び

廃棄物管理者責任の届出を求

めている。毎年、減量計画書

に基づき、多量排出事業者を

訪問し、ごみの減量・資源化

平成30年度～令

和5年度 

 

本地域において、月３ｔ以上

の事業系ごみを排出する事業者

（多量排出事業者）を対象に、

減量計画書の提出及び廃棄物管

理者責任の届出を求めた。毎年

、減量計画書に基づき、多量排

出事業者を訪問し、ごみの減量

・資源化の指導を行った。事業



 
の指導を行っている。今後も

、事業所訪問を実施し、実効

性のある啓発・指導を行う。 

 

所訪問を実施し、実効性のある

啓発・指導を行った。  
  ◆小規模事業者へ

の周知・啓発 

茨木市 

摂津市 

 

 茨木市において、小規模事

業者に、処理責任や事業系ご

みと産業廃棄物に関する認識

が低いことから、小規模事業

者への周知・啓発に重点的に

取り組む。 

 摂津市において、小規模事

業者ごみの削減の観点から、

事業系紙資源無料回収を実施

し、紙ごみの資源化と啓発を

図っている。 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市において、小規模事業

者に、処理責任や事業系ごみと

産業廃棄物に関する認識が低い

ことから、小規模事業者への周

知・啓発に重点的に取り組んだ

。 
摂津市においては、小規模事

業者ごみの削減を目的とし、事

業系紙資源の無料回収を実施し

、紙資源の資源化及び啓発を図

った。 
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イ 環境教育 

◆生涯学習 

 

 

茨木市 

摂津市 

 

 

本地域において現在、ごみ

への関心と理解を深めてもら

うため、小学４年生や自治会

等に対し、「ごみの現状と減

量化・リサイクルについて」

の出前講座を開催している。

 

平成30年度～令

和5年度 

 

 
本地域において現在、ごみへ

の関心と理解を深めてもらうた

め、小学４年生や自治会等に対

し、「ごみの現状と減量化・リ

サイクルについて」の出前講座

を開催した。 



 
今後も積極的に実施していく

。 

摂津市においては、教育委

員会と連携し、市内の全小学

４年生が「ごみ減量化・環境

絵画展」にエントリーし、次

世代を担う児童に廃棄物につ

いての関心と理解を深めてい

る。入賞者を表彰のうえ、作

品をマグネット化しごみ収集

車に掲示し、周知・啓発して

いる。 

 

摂津市においては、小学４年

生を対象とした環境教育を出前

講座で実施しており、3Rにつ

いて学ぶ機会を創出している。

また、教育委員会と連携し、市

内全小学４年生が「ごみ減量化

・環境絵画展」にエントリーし

、ごみ減量について考える機会

を設けており、入賞者について

は表彰のうえ、作品をマグネッ

ト化してごみ収集車に掲示し、

ごみ減量の周知・啓発を行って

いる。 

 

  ◆副読本の配布 

 

茨木市 

摂津市 

 

本地域において、現在、３

Ｒの考え方に親しんでもらい

行動を促すため、小学４年生

向けに副読本を作成・配布し

ている。今後も積極的に実施

していく。 

摂津市においては、「もっ

たいナインニュース」を年４

回発行し、小学４年生に年３

平成30年度～令

和5年度 

 

本地域において、３Ｒの考え

方に親しんでもらい行動を促す

ため、小学４年生向けに副読本

を作成・配布した。 

摂津市においては、３Ｒにつ

いて考えることを目的とし、「

もったいナインニュース」を小

学４年生に年３回配布し、環境

意識の醸成を行った。 



 
回、小学３年生に年１回の配

布を行っている。 

 

  ◆社会科見学等 

 

茨木市 

摂津市 

 

本地域において、現在、ご

みへの関心と理解を深めても

らうため、茨木市環境衛生セ

ンター・摂津市環境センター

の見学会や「いばらき環境フ

ェア」・「摂津市民環境フェ

スティバル」を実施している

。今後も積極的に実施してい

く。 

摂津市においては、小学生

を対象にごみ関連施設を見学

する「夏休みエコたんツアー

」を実施し、体験をもって環

境問題への興味を持ってもら

う取り組みを実施している。 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

本地域において、ごみへの関

心と理解を深めてもらうため、

茨木市環境衛生センター・摂津

市環境センターの見学会や「い

ばらき環境フェア」・「摂津市

民環境フェスティバル」を実施

した。 

摂津市においては、毎年11

月に市民環境フェスティバルを

開催し、市民に環境について楽

しく学び、理解を深めてもらっ

ている。また、主に小学生を対

象として「夏休みエコたんツア

ー」と称したごみ関連施設見学

を実施しており、摂津市環境セ

ンター閉鎖後は、摂津市ストッ

クヤードや、茨木市協力の下、

茨木市環境衛生センターの見学

を行うなど、環境問題へ自身の

体験を通じて興味を持ってもら



 
う取り組みを行っている。 
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ウ マイバッグ運動

・レジ袋対策 

◆マイバッグ運動

の推進・レジ袋

削減の取り組み 

 

 

 

茨木市 

摂津市 

 

 

 

本地域において、北摂地域

の自治体と連携してマイバッ

グ配布のキャンペーン運動な

どを行い、市民・事業者・行

政が協力して、マイバッグ持

参の推進とレジ袋削減を推進

する。 

 

 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

 

 

本地域において、北摂地域の

自治体と連携してマイバッグ配

布のキャンペーン運動などを行

い、市民・事業者・行政が協力

して、マイバッグ持参の推進と

レジ袋削減を推進した。 

令和5年度に北摂地域7市3町

と北摂地域に店舗のある11事

業者にて「北摂地域における食

品ロスの削減及び容器包装を含

めたプラスチックに係る資源循

環の促進等に関する協定」を締

結し、食品ロス削減と使い捨て

されるプラスチック製品の排出

抑制に積極的に取り組み、その

取組促進のためのPRや支援を

実施してきた。 
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エ 助成 

◆生ごみ処理容器

等設置補助制度

 

茨木市 

 

 

茨木市において、一般家庭

から出る生ごみの減量化と再

 

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市において、一般家庭か

ら出る生ごみの減量化と再資源



 
の利用拡大 

 

資源化を図るため、コンポス

ト容器等及び電気式生ごみ処

理機を購入し設置される方に

対し、予算の範囲で購入費用

の一部を助成している。 

生活系普通ごみに生ごみが3

5.7%も含まれることから、今

後も生ごみ処理容器等の購入

に対する補助制度を実施し、

生ごみの堆肥化を推進する。 

 

 化を図るため、コンポスト容器

等及び電気式生ごみ処理機を購

入し設置される方に対し、予算

の範囲で購入費用の一部を助成

した。 

  ◆再生資源集団回

収報奨金制度 

 

茨木市 

摂津市 

 

本地域において、ごみの減

量及び資源の有効利用を促進

し、ごみ問題に対する市民の

意識向上を図るため、自主的

に再生資源集団回収を行う地

域住民団体等に対し、活動に

必要な資材の購入、その他活

動の円滑な実施に資する費用

の一部として報奨金を支給し

ている。 

今後も奨励金制度や対象品

目の見直し、周知の強化を行

平成30年度～令

和5年度 

 

本地域において、ごみの減量

及び資源の有効利用を促進し、

ごみ問題に対する市民の意識向

上を図るため、自主的に再生資

源集団回収を行う地域住民団体

等に対し、活動に必要な資材の

購入、その他活動の円滑な実施

に資する費用の一部として報奨

金を支給した。 

摂津市においては、再生資源

集団回収を行う地域住民団体等

に対し、報償金として資源5円/



 
い、ごみの減量・資源化に努

める。 

 

kgを支給している。また、回

収に協力している業者に対して

は1円/kgを支給し、住民団体及

び回収業者への協力を呼び掛け

ている。しかしながら、自治会

やこども会の解散に伴い、活動

に参加する住民団体は減少傾向

が続いている。 

  ◆事業所への給水

機設置事業補助

制度 

 

茨木市 

 

茨木市において、事業系プ

ラスチックごみの削減をする

ため、不特定多数の市民等に

対し、マイボトルに冷水など

を提供できる状況で給水機を

設置する事業者に対し、予算

の範囲で設置費用の一部を助

成し、ペットボトルごみの排

出抑制を推進する。 

 

 

 

令和4年度～令

和5年度 

 

茨木市において、事業系プラ

スチックごみの削減をするため

、不特定多数の市民等に対し、

マイボトルに冷水などを提供で

きる状況で給水機を設置する事

業者に対し、予算の範囲で設置

費用の一部を助成し、ペットボ

トルごみの排出抑制を推進した

。 
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オ 有料化 

◆生活系ごみの適

切な処理費用負

 

茨木市 

摂津市 

 

 本地域において、ごみの排

出量の推移を見極めながら、

 

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、処理に係

る原価や近隣市の状況を引き続



 
担のあり方の検

討 

 

 処理にかかる原価、近隣市の

状況を調査し、住民サービス

の維持を踏まえた上で、公平

性、受益者負担の観点から適

正な処理料金のあり方につい

て検討する。 

 

 き調査するとともに、社会情勢

の変化等を踏まえ、適正な処理

料金について検討する。 

摂津市においては、住民サー

ビスの維持を踏まえたうえで、

公平性、受益者負担の観点から

適正な処理料金の在り方につい

て引き続き検討する。 

  ◆事業系ごみの適

切な処理費用負

担のあり方の検

討 

 

茨木市 

摂津市 

 

本地域において、事業者の

ごみ分別の不徹底や他市から

の不適正な搬入を防止し、ご

みのさらなる減量化と経費節

減を図るため、処分にかかる

原価、近隣市の状況を調査し

、適正な処理料金のあり方に

ついて検討する。 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、処理に係

る原価や近隣市の状況を引き続

き調査するとともに、社会情勢

の変化等を踏まえ、適正な処理

料金について検討する。 

摂津市においては、令和5年

3月に摂津市環境センターを閉

鎖したことに伴い、事業系ごみ

の受入は以降行っていない。 

 16 

 

カ 剪定枝リサイク

ル 

茨木市 

摂津市 

 

 茨木市においては、平成30

年度から市内の公園で発生す

る剪定枝等を、環境衛生セン

ター内でチップ化し、ハイブ

リッドNコークスの一部に採用

することで、再利用を進めて

 

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、平成30年

度から市内の公園で発生する剪

定枝等を、環境衛生センター内

でチップ化し、ハイブリッドN

コークスの一部に採用すること

で、再利用している。(令和6年



 
いく。 

 摂津市においては、道路や

公園などから発生する剪定枝

は、チップやたい肥化により

再活用を行う事業を継続し、

もやせるごみの削減効果につ

いて評価・検証を行っていく

。 

 

実績：404t) 
摂津市においては、道路や公

園から発生する剪定枝はチップ

やたい肥化することにより、再

活用を行う事業を継続し、ごみ

の削減に寄与している。 
 17 

 

キ 生活排水対策 

◆汚濁物質の発生

源対策 

 

 

茨木市 

 

 

茨木市においては、下水道

処理区域内における下水道未

接続家屋への訪問等を行い、

速やかに下水道に接続するよ

う指導するほか、公設浄化槽

区域内も含めた水洗トイレ改

造者への資金融資や助成金制

度を引き続き実施する。 

 

 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

 
下水道接続促進事業について

は、未接続家屋への訪問やチラ

シ作成、資金融資、助成金含め

継続して実施している。 
【参考数値】 
資金融資 延べ ２件 
助成金  延べ７５件 

  ◆水路・河川の清

掃等 

 

茨木市 

 

茨木市においては、水路や

河川等の清掃及び美化活動に

ボランティア団体や自治会等

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、水路や河

川等の清掃及び美化活動にボラ

ンティア団体や自治会等と市が



 
と市が協働して取り組む。 

 

協働して取り組んだ。 
市内一斉清掃（年２回）：市民

の方が実施された水路清掃後に

発生した土砂を回収。 
アドプト・リバー活動：市民の

方が実施された大阪府管理河川

の清掃後に発生したごみを回収

。 
  ◆広報活動・啓発

活動 

茨木市 

 

茨木市においては、ホーム

ページや広報誌などを活用し

、幅広い世代への情報を発信

するほか、施設見学会・出前

講座等を実施し、啓発を推進

する。 

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、ホームペ

ージや広報誌などを活用し、幅

広い世代への情報を発信するほ

か、施設見学会・出前講座等を

実施し、啓発を推進した。 
処理体制

の構築、

変更に関

するもの 

 

21 生活系ごみ資源化の

推進 

茨木市、摂津市 

 

表3-1、3-2(注：地域計画記

載の表)に示した区分により、

収集、再資源化を推進する。 

茨木市においては、紙類は

生活系普通ごみの34.5%を占め

ている。そのため、古紙や古

布はできるだけ地域の集団回

収に出してもらえるよう、自

治会未加入者や単身世帯、特

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、自治会・

子ども会等に対して雑がみの認

知度向上と再資源化の推進を図

るため、ちらしを配布するなど

、紙類の再資源化に向け周知啓

発を行った。また、プラ類に関

しては、事業者と連携してコン

タクトレンズの容器回収を行っ

た。小型家電及び水銀使用製品



 
に若い世代の市民に対して認

知されやすく効果的な周知・

啓発を行うとともに、分かり

やすい分け方・出し方の情報

提供に努める。プラスチック

類は生活系普通ごみの20.9%を

占めている。そのため、資源

化可能なプラスチック類の分

別・資源化を促進するアプロ

ーチを検討していく。小型家

電品および水銀使用製品につ

いては、回収拠点の拡大及び

宅配回収サービスによる資源

化の普及を推進する。 

摂津市においては、資源を

除く「もやせるごみ」と「も

やせないごみ」について、令

和5年度の広域処理開始に合わ

せて名称や分別区分の見直し

を行っている。 

については、宅配回収・拠点回

収を引き続き実施した。 

摂津市においては、令和5年

度より茨木市でのごみの広域処

理を開始しており、普通ごみ（

旧もやせるごみ）及び複雑ごみ

（旧もやせないごみ）、ライタ

ーは茨木市環境衛生センターに

て処理を行っている。缶、びん

、ペットボトル、古紙・古布食

品トレイ、小型家電、指定ごみ

（水銀使用製品・乾電池等）に

ついては、再生資源業者や民間

処理業者を通じて再資源化して

いる。 

 22 事業系ごみ減量の推

進 

茨木市、摂津市 

 

多量の事業系ごみを排出する

事業者に、ごみの減量、処理

に関する計画を作成させ、ご

平成30年度～令

和5年度 

 

多量の事業系ごみを排出する

事業者に、ごみの減量、処理に

関する計画を作成させ、ごみの



 
みの減量化を推進する。 

 

減量化を推進した。 

摂津市においては、令和5年

度より茨木市でのごみの広域処

理を開始しており、摂津市環境

センターでの受け入れは終了と

なったが、事業系一般廃棄物を

多量排出する事業者に対しては

、ごみの減量・処理に関する計

画を作成させ、ごみの減量化を

図るよう指導している 

処理施設

の整備に

関するも

の 

 

1 茨木市環境衛生セン

ター基幹改良事業 

茨木市 

 

建設工事等 

 

令和2年度～令

和5年度 

 

溶融炉、パイロットバーナ、

ろ過式集じん器 等の基幹的設

備に関する改良・更新工事を実

施した。 

 

 2 茨木市環境衛生セン

ター場内整備事業 

茨木市 

 

建設工事等 

 

令和3年度～令

和4年度 

 

計量設備の新設、計量・帳票

システムの更新、場内動線の改

修に関する工事を実施した。 

 3 公共浄化槽等整備推

進事業 

茨木市 

 

浄化槽設置 

 

平成30年度～令

和5年度 

６基設置した。（うち２基は

市単費で設置した。） 

施設整備

に係る計

画支援に

31 茨木市環境衛生セン

ター基幹改良事業（

事業番号1）に係る

茨木市 

 

発注仕様書作成等 

 

令和元年度 

 

基幹的設備改良工事の発注仕

様書の作成、参考見積設計図書

の技術審査等を実施した。 



 
関するも

の 

発注仕様書作成業務 

 

  茨木市環境衛生セン

ター基幹改良事業（

事業番号1）に係る

事業者選定業務 

 

茨木市 

 

事業者選定業務 

 

令和元年度 

 

基幹的設備改良工事の事業者選

定業務として入札説明書の作成

および事業費の積算を実施した

。 

  茨木市環境衛生セン

ター基幹改良事業（

事業番号1）に係る

実施設計業務 

 

茨木市 

 

実施設計業務 

 

令和元年度 

 

第１工場建屋劣化状況調査に

おいて整理した補修内容から、

工事実施に必要な設計図、設計

書を作成した。 

  茨木市環境衛生セン

ター場内整備事業（

事業番号2）に係る

発注仕様書作成業務 

茨木市 

 

発注仕様書作成 

 

令和2年度 

 

計量器更新事業、帳票システ

ム更新事業の発注仕様書の作成

等を実施した。 

 32 茨木市環境衛生セン

ター基幹改良事業（

事業番号1）に係る

調査事業 

茨木市 

 

長寿命化総合計画策定、第１

工場建屋劣化状況調査 

平成30年度～令

和元年度 

 

長寿命化総合計画の策定、第

１工場建屋劣化状況の調査(耐

震診断含む)を実施した。 

 33 茨木市環境衛生セン

ター場内整備事業（

事業番号2）に係る

茨木市 

 

災害廃棄物処理計画策定 

 

令和元年度～令

和2年度 

 

災害廃棄物処理計画を策定し

た。 



 
調査事業 

 

その他 
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ア 廃棄物減量等推

進員の設置 

茨木市 

摂津市 

 

本地域では、行政と住民を

つなぐ地域の指導者として廃

棄物減量等推進員を設置して

いる。推進員は、ごみ集積所

の現状確認やごみの出し方等

についての啓発活動等に取り

組んでいる。 

今後も、研修会を開催する

など、廃棄物減量等推進員の

知識を深め、実践的なごみ減

量活動の展開を図る。 

 

平成30年度～令

和5年度 

 

本地域では、行政と住民をつ

なぐ地域の指導者として廃棄物

減量等推進員を設置しており、

ごみ集積所の現状確認やごみの

出し方等についての啓発活動等

に取り組んだ。 

摂津市においては、廃棄物減

量等推進委員を地域ごとに委嘱

し、ごみの出し方等の啓発活動

等に取り組んでいる。また、年

に1度廃棄物減量等推進委員と

ごみ収集職員の懇談会を開催し

、ごみの分別や出し方等につい

ての理解を深める機会を設けて

いる。 

 42 イ 不法投棄対策の

強化 

茨木市 

摂津市 

 

茨木市においては、「茨木

市廃棄物の減量及び適正処理

に関する条例」及び「茨木市

空き缶等のポイ捨て防止に関

する条例」に基づき、広報誌

やチラシ、看板による周知・

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、不法投棄

禁止の看板設置及び職員等によ

るパトロールを継続して実施し

ている。 

摂津市においては、不法投棄

の通報があった場合に、現場及



 
啓発、パトロールを継続して

実施し、ごみの不法投棄や散

乱の防止に努める。 

摂津市においては、監視カ

メラや警告看板を設置し、ご

みの不法投棄防止に努めてい

る。 

不法投棄については、特に

多発する箇所を警察等関係機

関と連携を図り、重点的に警

戒する。また、地域対策とし

ては、廃棄物減量等推進員と

調整を図りながら啓発活動に

取り組み、未然防止に努める

。 

び周辺の確認、パトロールを行

い、監視カメラや警告看板の設

置等により不法投棄の抑止に努

めている。 

 43 ウ 災害廃棄物の適

正処理の推進 

茨木市 

摂津市 

 

茨木市においては、災害廃

棄物の円滑な処理を推進する

ため、平成30年度に環境省の

モデル事業に参加し、災害廃

棄物の策定に必要となる災害

廃棄物発生量や処理可能量の

推計、仮置場の必要面積の推

計等の算定を行った。そして

平成30年度～令

和5年度 

 

茨木市においては、災害廃棄

物の円滑な処理を推進するため

、平成30年度に環境省のモデル

事業に参加し、災害廃棄物の策

定に必要となる災害廃棄物発生

量や処理可能量の推計、仮置場

の必要面積の推計等の算定を行

った。「茨木市災害廃棄物処理



 
、「茨木市災害廃棄物処理計

画」を策定するにあたり、令

和元年7月に同計画作成支援を

目的とした業務委託契約を締

結した。同計画は令和2年10月

の策定を予定している。 

摂津市においては、平成27

年に「摂津市地域防災計画」

の修正を行っている。同計画

では、災害時に発生する廃棄

物を、「通常のごみ」、「災

害により発生するごみ」、「

災害により発生するがれき」

に分類し、それぞれ分別を徹

底し、リサイクルを図ること

を基本方針としている。 

令和3年度に環境省の災害廃

棄物処理実効性確保モデル事

業、令和4年度に環境省の災害

廃棄物住民啓発モデル事業に

参加し、災害廃棄物処理計画

策定に向けた課題整理を行っ

ている。 

計画」を令和2年11月に策定し

た。 

摂津市においては、令和5年

度に災害廃棄物処理計画を策定

し、同内容を廃棄物減量等推進

委員との懇談の中で説明し、ま

た、各小学校区における自主防

災訓練やイベント等にて周知を

行うなど、周知啓発を行ってい

る。 



 
災害廃棄物処理については

、単独自治体で解決が困難な

場合が想定され、周辺自治体

や相互応援協定締結自治体と

の連携により広域的処理体制

の構築を図り、迅速な処理の

確保に努める。 
また、北摂地域における災

害廃棄物の処理に係る相互支

援協定に基づき、災害発生時

におけるごみ処理の広域的な

支援体制を確保する。     



 
３ 事業実施による二酸化炭素削減効果について 

（１）削減量（実績） 

（事業実施による本報告の対象とする期間における二酸化炭素の削減量について、算定方法及び算定根拠と併せて記入する。また、算定根拠と

して使用した具体的な資料を添付する。） 
■削減量・削減率 

・年間の実績値 

令和５年５月から令和７年３月までの施設稼働実績から算出したところ、二酸化炭素の排出量は2,621[t-CO2]の増加となり、増加率は 

5.1[%]でした。 

 ・目標値に対する実績値（3炉運転時） 

令和５年５月から令和７年３月までの目標設定時と同条件（3炉運転）での施設稼働実績から算出したところ、二酸化炭素の排出量は 

507[t-CO2]の増加となり、増加率は1.2[%]でした。 

 

■算定方法 

・算出にあたっては、添付の「基幹改良事業における事業報告CO2削減効果整理シート（年間実績）／（3炉運転時実績） 【自治体名：茨木

市】」を用いました。 

・算出のデータには、基幹改良後の実績値は令和５年５月から令和７年３月まで、基幹改良前の実績値は、年間の実績値については令和元年

度の各月、目標値に対する実績値については令和２年３月の15日間(CO2削減計画書に記載の値)の運転日数、ごみ処理量、消費電力量、発

電電力量、燃料使用量(コークス、灯油)をそれぞれ用いました。 

 

   



 
（２）削減量に達しなかった場合の原因 
（（１）の削減量（実績）が、延命化計画又は同様の内容を含む他の計画において算定した二酸化炭素削減量に達しなかった場合に、その原因

を分析し、その結果を詳細かつ具体的に記入する。（上記計画において算定した二酸化炭素削減量に達した場合は、記入を要しない。）） 

二酸化炭素の削減率が目標値6.0%に達しなかった要因としては、次の2点が考えられます。 

■要因１ 火災等対策の実施■ 

茨木市環境衛生センターでは、令和4年8月から令和5年4月の間に溶融炉での火災ないし白煙等噴出が発生しました。これを受け、令和4

年9月から令和6年7月にかけて火災対策を実施していました。 

火災対策の内容は、炉の構造の一部改修、運転方法の調整等です。当該期間中は、最適な運転条件を設定するために繰り返し調整作業を

実施しており。この影響により燃料使用量が増加傾向となっていました。 

 

■要因２ 想定外の設備劣化■ 

令和4年の夏頃から、溶融炉内に吹き込む酸素濃度が低下し炉の運転が著しく不安定化しました。この原因は、基幹的設備改良工事の計

画時点では劣化が表面化しておらず実施対象外としていた酸素発生設備の性能低下でした。酸素濃度の低下によって炉の運転が不安定化す

ると、消費電力量や燃料消費量が低減されないままに、ごみの処理量が低下します。そのため、ごみ処理量あたりの各消費量が増加しCO2

排出量が増加する結果となっていました。酸素濃度の低下は気温が上昇した際に生じる為、運転の不安定化は夏季にみられました。 

 

火災対策が終了し、酸素濃度の低下がおさまった令和6年11月以降においてCO2削減率が3.4%と向上してきているため、上記の2要因が主な要

因であると推測します。 

 

４ 目標の達成状況に関する評価 



 
茨木市の各指標の目標達成状況に関する評価は次のとおりです。 

（ごみ処理-茨木市） 

■排出量 

事業系排出量は令和6年度目標44,448tに対し、実績46,637tとなり達成できませんでした。未達成の要因としてコロナ禍後の事業活動回復に

伴い、１事業者あたりの削減量が目標に達成しなかったと考えられる。その結果、事業系ごみの目標値を達成できなかった。 

生活系排出量は令和6年度目標45,097tに対し、実績47,338tとなり達成できませんでした。 

 

■再生利用量 

 直接資源化量は、令和6年度目標4,215tに対し、実績4,509tとなり達成できました。 

 総資源化量は、令和6年度目標18,838tに対し、実績18,189tとなり達成できませんでした。直接資源化量、集団回収量、処理後再生利用量の

内、直接資源化量、集団回収量は目標を達成した。処理後再生利用量の減少は排出されたごみに占めるスラグ成分、鉄分の割合が目標設定

時に比べて減少したことが要因だと考えられる。 

 

■エネルギー回収量 

令和6年度目標31,241MWhに対し、実績45,476MWhとなり達成できました。 

達成の要因は令和5年度から開始した茨木市・摂津市地域の広域処理により、施設の運転時間が増加したことにあると考えられます。 

 

■減量化量 

 減量化量は、令和6年度目標70,091tに対し、実績76,397tとなり達成できませんでした。未達成の要因としては前述の排出量の削減目標値を

達成できなかったことが考えられる。 

 

■最終処分量 

 最終処分量は、令和6年度目標4,974tに対し、実績4,805tとなり達成できました。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
（生活排水処理-茨木市） 

 公共下水道及び合併処理浄化槽による汚水処理人口普及率は、令和6(2024)年度末で98.9％（282,811人）であり、汚水整備としては概成し

ています。引続き未整備箇所での整備や未接続家屋に対する接続切替の啓発に努めます。公設浄化槽は令和5(2023)年度末の時点で累計147基

を設置しました。更に公設浄化槽整備を推進するために広報誌やウェブページ等で住民への周知に努めます。 

（１）公共下水道 

・令和6(2024)年度末の実績は、目標の99.2％に対し98.5％であり、目標に0.7ポイント及びませんでした。 

・目標を達成できなかった主な理由は、平成29(2017)年度と比べて汚水衛生処理人口は増加したものの、想定よりも総人口が増え、未接続

家屋の接続切替が進まなかったことによるものです。 

・汚水処理人口普及率は平成29(2017)年度から0.3ポイント向上しており、着実に事業が進んでいます。 

（２）合併処理浄化槽 

・令和6(2024)年度の実績は、目標の0.3％に対し0.4％の実績であり、目標を達成できませんでした。 

・上記の実績値には公共下水道区域内における合併処理浄化槽による処理人口も含まれています。公設浄化槽区域においては、合併処理浄

化槽の処理人口が目標に達しませんでしたが、公共下水道区域内での合併処理浄化槽の利用が継続された為、汚水衛生処理人口が目標よ

り多くなっています。 

・公共浄化槽等整備推進事業における設置基数の実績は、目標の18基に対し3分の1の6基であり、計画目標を達成できませんでした。 

・計画基数と実施基数に差が生じた主な要因は、想定よりも浄化槽の設置希望が少なかったこと、設置希望された場合でも現地調査の結果

、敷地状況や建築物の法適合性の観点から設置できなかったことによるものです。 

（３）未処理人口 

・令和6(2024)年度の実績は、目標の1,336人に対し3,031人であり、現状から1,000人近く減少したものの目標を達成できませんでした。 

・要因は公共下水道及び合併処理浄化槽の目標未達成によるもので、今後も目標達成に向け取組みます。 

摂津市の各指標の目標達成状況に関する評価は次のとおりです。 

 

 



 
（ごみ処理-摂津市） 

■排出量 

事業系排出量は令和6年度目標12,353tに対し、実績11,266tとなり達成できました。 

生活系排出量は令和6年度目標16,132tに対し、実績14,359tとなり達成できました。 

 

■再生利用量 

 直接資源化量は、令和6年度目標2,679tに対し、実績1,939tとなり達成できませんでした。要因としては、自治会等の解散により実施団体が

減少していることが考えられます。 

 総資源化量は、令和令和6年度目標7,961tに対し、実績5,389tとなり達成できませんでした。要因としては、コロナ禍により資源化の啓発活

動ができなかったことが考えられます。 

 

■エネルギー回収量 

令和6年度目標31,241MWhに対し、実績45,476MWhとなり達成できました。 

達成の要因は令和5年度から開始した茨木市・摂津市地域の広域処理により、施設の運転時間が増加したことにあると考えられます。 

 

■減量化量 

 減量化量は、令和6年度目標20,935tに対し、実績20,130tとなり達成できました。 

 

■最終処分量 

 最終処分量は、令和6年度目標1,595tに対し、実績1,272tとなり達成できました。 

 

 

 



 
 

（都道府県の所見） 

 

（技管協の所見） 

（ごみ処理） 

・排出量、再生利用量・減量化量は目標達成できなかった。しかし、エネルギー回収量・最終処分量は目標を達成できた。 

・今後も排出量の減量、再生利用の促進等に取り組まれたい。 

（生活排水処理） 

・目標である汚水衛生処理率99.5％は達成できなかったものの、98.9％と高い汚水衛生処理率に到達している。 

・公共浄化槽等整備推進事業により整備された合併処理浄化槽は、市において維持管理が行われることから、適正な汚水衛生処理に大きく寄与

したと考える。 

・汚水衛生処理率100％の達成に向け、引き続き、人口動向、住民意向、まちづくりの状況、各種汚水処理施設の有する特性等を踏まえ、経済

比較を基本としつつ、各種汚水処理施設の整備や運営に取り組まれたい。 

 

施策種別：処理施設の整備に関するもの  

事業番号：１ 

施策の名称等：茨⽊市環境衛⽣センター基幹改良事業  

茨⽊市は環境⼤⾂の承認を受けた循環型社会形成推進地域計画等に基づくエネルギー回収型廃棄物処理施設の改良に関する事業とし

て、廃棄物処理施設技術管理協会からの補助⾦を受けた改良事業が令和５年５⽉に終了し、竣⼯後（令和５年5⽉13⽇）から令和６年度

の期間の運転結果に対する⼆酸化炭素削減効果について報告を受けた。 

⼆酸化炭素排出量について、改良事業前は18,136ﾄﾝ-CO2、改良事業後は20,758ﾄﾝ-CO2、排出量は2,621ﾄﾝ-CO2増加し、増加率は5.1％

となっており、改良事業の要件とされている⼆酸化炭素削減率５％を満⾜できなかった。 



 

 
また、交付申請時の⽬標削減率6.0％に対しては、⽬標設定と同条件で算出した⼆酸化炭素排出量は増加し、増加率は1.2％となり⽬標

値を満⾜できなかった。 

⽬標未達の要因は、溶融炉での⽕災・発煙への対応、および酸素発⽣設備の劣化に起因するものと推測される。⽕災対策終了後の令和

６年11⽉以降では⼆酸化炭素削減率は改善されつつあることから、令和７年度以降の運転結果を確認したい。  


